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((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに併併せせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化のの取取組組がが進進展展))  
岩⼿県、宮城県、福島県の3県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に併

せた農地の⼤区画化に取り組んでいます。令和3(2021)年度末時点の整備計画⾯積8,510ha
のうち、⼤区画化への完了⾒込⾯積は8,240ha(96.8%)となっており、地域農業の復興基盤
の整備が進展しています。 

 

 
 

((福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想にに基基づづくく実実証証研研究究等等をを推推進進))  
農林⽔産省は被災地域を新たな⾷料⽣産基地として再⽣するため、産学官連携の下、農

業・農村分野に関わる先端的で⼤規模な実証研究を⾏っています。 
令和3(2021)年度から、福島イノベーション・コースト構想に基づき、ICTやロボット技

術等を活⽤して農林⽔産分野の先端技術の開発を⾏うとともに、状況変化等に起因して新
たに現場が直⾯している課題の解消に資する現地実証や社会実装に向けた取組を推進する
「農林⽔産分野の先端技術展開事業」を実施しています。 

 

 
 

ききゅゅううりり⽣⽣産産管管理理⽀⽀援援シシスステテムムのの実実証証  
資料：福島県農業総合センター(左)、⼤阪公⽴⼤学(右) 

農農林林⽔⽔産産分分野野のの先先端端技技術術展展開開事事業業  
((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災関関連連技技術術情情報報))  

URL：https://www.affrc.maff.go.jp/ 
docs/sentan_gijyutu/index.html 

 
宮城県亘理町

わたりちょう
は、⼤規模な⾼設栽培の導⼊によるいちごの⽣産

拡⼤を推進し、いちご産地の復活を後押ししています。 
東⽇本⼤震災の津波により壊滅的な被害を受けた同町では、平

成25(2013)年に町内3地区で⼤型園芸施設を備えたいちご団地を
整備しました。 

同団地では、⾼収量で管理しやすい⾼設栽培を導⼊した結果、
⽣産量が拡⼤するとともに、単収も東⽇本⼤震災前を⼤幅に上回
る⽔準となっています。 

収穫されたいちごの多くは、みやぎ亘理
わ た り

農業協同組合を通じて、
仙台市
せ ん だ い し

中 央
ちゅうおう

卸売市場
おろしうりしじょう

を始め北海道や京浜
けいひん

地区に「仙台
せんだい

いちご＊」
として出荷されており、復興のシンボルとして⼤きな期待が寄せ
られています。平成29(2017)年からは、全国農業協同組合連合会
宮城県
み や ぎ け ん

本部を通じて、東⽇本⼤震災の影響で停⽌していた⾹港向
け輸出が再開されるなど、需要拡⼤に向けた取組も進められてい
ます。 

 
＊ 「仙台いちご」は、東⽇本⼤震災後の平成24(2012)年に地域団体商標に登録 

いいちちごごのの⾼⾼設設栽栽培培  
資料：宮城県亘理町 

((事事例例))  ⼤⼤規規模模なな⾼⾼設設栽栽培培のの導導⼊⼊にによよりり、、いいちちごご産産地地のの復復活活をを後後押押しし((宮宮城城県県))  

 

 

 
第第11節節  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
平成23(2011)年3⽉11⽇に発⽣した東⽇本⼤震災では、岩⼿県、宮城県、福島県の3県を

中⼼とした東⽇本の広い地域に東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所(以下「東電福島第⼀原
発」という。)の事故の影響を含む甚⼤な被害が⽣じました。 

政府は、令和3(2021)年度から令和7(2025)年度までの5年間を「第2期復興・創⽣期間」
と位置付け、被災地の復興に向けて取り組んでいます。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況
について紹介します。 

 
((11))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは復復旧旧対対象象農農地地のの9966％％))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額は、平成24(2012)年7⽉5⽇時点(農地・農業⽤施
設等は令和5(2023)年3⽉末時点)で9,643億円、農林⽔産関係の合計では2兆4,435億円とな
っています(図図表表44--11--11)。これまでの復旧に向けた取組の結果、復旧対象農地1万9,660ha
のうち、令和5(2023)年3⽉末時点で1万8,840ha(96%)の農地で営農が可能となりました(図図
表表44--11--22)。農林⽔産省は、引き続き農地・農業⽤施設等の復旧に取り組むこととしていま
す。 
 

 
 

図表4-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値 

(農地・農業⽤施設等は令和5(2023)年3⽉末時点) 

図表4-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和5(2023)年3⽉末時点の数値 

2) 農地は、公共⽤地等への転⽤が⾏われたもの(⾒込みを含
む。)を除いた復旧対象農地1万9,660haに対するもの(福島
県の820haを除き完了) 

3) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対するもの 
4) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの(福島県の

3地区を除き完了) 
5) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するもの(復旧

事業実施中の施設を含む。) 

被害額
（億円）

主な被害
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((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに併併せせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化のの取取組組がが進進展展))  
岩⼿県、宮城県、福島県の3県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に併

せた農地の⼤区画化に取り組んでいます。令和3(2021)年度末時点の整備計画⾯積8,510ha
のうち、⼤区画化への完了⾒込⾯積は8,240ha(96.8%)となっており、地域農業の復興基盤
の整備が進展しています。 

 

 
 

((福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想にに基基づづくく実実証証研研究究等等をを推推進進))  
農林⽔産省は被災地域を新たな⾷料⽣産基地として再⽣するため、産学官連携の下、農

業・農村分野に関わる先端的で⼤規模な実証研究を⾏っています。 
令和3(2021)年度から、福島イノベーション・コースト構想に基づき、ICTやロボット技

術等を活⽤して農林⽔産分野の先端技術の開発を⾏うとともに、状況変化等に起因して新
たに現場が直⾯している課題の解消に資する現地実証や社会実装に向けた取組を推進する
「農林⽔産分野の先端技術展開事業」を実施しています。 

 

 
 

ききゅゅううりり⽣⽣産産管管理理⽀⽀援援シシスステテムムのの実実証証  
資料：福島県農業総合センター(左)、⼤阪公⽴⼤学(右) 

農農林林⽔⽔産産分分野野のの先先端端技技術術展展開開事事業業  
((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災関関連連技技術術情情報報))  

URL：https://www.affrc.maff.go.jp/ 
docs/sentan_gijyutu/index.html 

 
宮城県亘理町

わたりちょう
は、⼤規模な⾼設栽培の導⼊によるいちごの⽣産

拡⼤を推進し、いちご産地の復活を後押ししています。 
東⽇本⼤震災の津波により壊滅的な被害を受けた同町では、平

成25(2013)年に町内3地区で⼤型園芸施設を備えたいちご団地を
整備しました。 

同団地では、⾼収量で管理しやすい⾼設栽培を導⼊した結果、
⽣産量が拡⼤するとともに、単収も東⽇本⼤震災前を⼤幅に上回
る⽔準となっています。 

収穫されたいちごの多くは、みやぎ亘理
わ た り

農業協同組合を通じて、
仙台市
せ ん だ い し

中 央
ちゅうおう

卸売市場
おろしうりしじょう

を始め北海道や京浜
けいひん

地区に「仙台
せんだい

いちご＊」
として出荷されており、復興のシンボルとして⼤きな期待が寄せ
られています。平成29(2017)年からは、全国農業協同組合連合会
宮城県
み や ぎ け ん

本部を通じて、東⽇本⼤震災の影響で停⽌していた⾹港向
け輸出が再開されるなど、需要拡⼤に向けた取組も進められてい
ます。 

 
＊ 「仙台いちご」は、東⽇本⼤震災後の平成24(2012)年に地域団体商標に登録 

いいちちごごのの⾼⾼設設栽栽培培  
資料：宮城県亘理町 

((事事例例))  ⼤⼤規規模模なな⾼⾼設設栽栽培培のの導導⼊⼊にによよりり、、いいちちごご産産地地のの復復活活をを後後押押しし((宮宮城城県県))  

 

 

 
第第11節節  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
平成23(2011)年3⽉11⽇に発⽣した東⽇本⼤震災では、岩⼿県、宮城県、福島県の3県を

中⼼とした東⽇本の広い地域に東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所(以下「東電福島第⼀原
発」という。)の事故の影響を含む甚⼤な被害が⽣じました。 

政府は、令和3(2021)年度から令和7(2025)年度までの5年間を「第2期復興・創⽣期間」
と位置付け、被災地の復興に向けて取り組んでいます。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況
について紹介します。 

 
((11))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは復復旧旧対対象象農農地地のの9966％％))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額は、平成24(2012)年7⽉5⽇時点(農地・農業⽤施
設等は令和5(2023)年3⽉末時点)で9,643億円、農林⽔産関係の合計では2兆4,435億円とな
っています(図図表表44--11--11)。これまでの復旧に向けた取組の結果、復旧対象農地1万9,660ha
のうち、令和5(2023)年3⽉末時点で1万8,840ha(96%)の農地で営農が可能となりました(図図
表表44--11--22)。農林⽔産省は、引き続き農地・農業⽤施設等の復旧に取り組むこととしていま
す。 
 

 
 

図表4-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値 

(農地・農業⽤施設等は令和5(2023)年3⽉末時点) 

図表4-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和5(2023)年3⽉末時点の数値 

2) 農地は、公共⽤地等への転⽤が⾏われたもの(⾒込みを含
む。)を除いた復旧対象農地1万9,660haに対するもの(福島
県の820haを除き完了) 

3) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対するもの 
4) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの(福島県の

3地区を除き完了) 
5) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するもの(復旧

事業実施中の施設を含む。) 
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((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農業業産産出出額額はは被被災災前前のの約約44割割))  
福島県の農業産出額は、県全体では東⽇

本⼤震災前の平成22(2010)年が2,330億円
であったのに対し、令和3(2021)年が1,913
億円と約8割まで回復しています。⼀⽅、
原⼦⼒被災12市町村では、東⽇本⼤震災前
の平成18(2006)年が391億円であったのに
対し、令和3(2021)年が153億円と約4割に
とどまっています(図図表表44--11--55)。 

 
 
 
 
 
 
 

((特特定定復復興興再再⽣⽣拠拠点点区区域域ににおおいいてて営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
原⼦⼒被災12市町村では、避難指⽰解除の時期や帰還状況(居住率)により、市町村の営

農再開割合に差が出ており、特に帰還困難区域を有する市町村の営農再開が遅れています。 
福島復興再⽣特別措置法においては、5年を⽬途に避難指⽰を解除し、住⺠の帰還を⽬

指す「特定復興再⽣拠点区域」の復興・再⽣を推進することとしています。 
また、令和4(2022)年4⽉に葛尾村

かつらおむら
、双葉町

ふ た ば ま ち
の同区域において⽣産されるホウレンソウ、

キャベツ、ブロッコリー等の野菜の出荷制限・摂取制限が解除されたほか、⼤熊町
おおくままち

では出
荷制限・摂取制限の解除に向けて試験栽培が実施されるなど、営農再開に向けた取組が進
められています。 

 
((営営農農再再開開にに向向けけ、、地地域域外外もも含含めめたた担担いい⼿⼿のの確確保保等等がが課課題題))  

農林⽔産省は、福島
ふくしま

相双復興
そうそうふっこう

官⺠合同チームの営農再開グループに参加し、平成
29(2017)年4⽉から令和3(2021)年12⽉にかけて、原⼦⼒被災12市町村の農業者を対象とし
て営農再開意向に関する聞き取りを実施しました。その結果、「営農再開済み」が約4割、
「営農再開の意向あり」が約1割、「再開の意向なし」が約4割、「再開意向未定」が約1割
となりました。また、「再開の意向なし」⼜は「再開意向未定」である農業者のうち、「農
地の出し⼿となる意向あり」と回答した農業者は約7割に上ることから、地域外も含めた
担い⼿の確保や担い⼿とのマッチングが課題となっています。 

   

図表4-1-5 東⽇本⼤震災前と⽐較した 
原⼦⼒被災12市町村の農業産出額 

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」、「令和3年 市町村別農業産
出額(推計)(農林業センサス結果等を活⽤した市町村別農業産
出額の推計結果)」を基に作成 
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((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興ののたためめにに⼈⼈的的⽀⽀援援をを実実施施))  
農林⽔産省は、東⽇本⼤震災からの復旧・復興や農地・森林の除染を速やかに進めるた

め、被災した地⽅公共団体との⼈事交流を⾏っています。また、被災地における災害復旧
⼯事を迅速・円滑に実施するため、被災県からの⽀援要望に沿って、他の都道府県等とと
もに、専⾨職員を被災した地⽅公共団体に派遣しています。特に原⼦⼒被災12市町村1につ
いては、令和2(2020)年度から12市町村全てに職員を派遣し、市町村それぞれの状況に応
じた⽀援を実施しています。 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
((農農畜畜産産物物のの安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組をを引引きき続続きき推推進進))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤等、それぞれの品⽬に合わ
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における取組の結果、平成30(2018)年度
以降は、全ての農畜産物2において基準値超過はありません。 

 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積はは⽬⽬標標⾯⾯積積のの約約77割割))  

原⼦⼒被災12市町村における営農再開
農地⾯積は、令和3(2021)年度末時点で、
前年度に⽐べ793ha増加し7,370haとなっ
ています。しかしながら、特に帰還困難区
域を有する市町村の営農再開が遅れている
ことが課題となっています。農林⽔産省で
は、平成23(2011)年12⽉末時点で営農が休
⽌されていた農地1万7,298haの約6割で営
農再開することを⽬標としています。この
⽬標に対する進捗割合は、令和3(2021)年
度末時点で71.8％となっています(図図表表
44--11--33)。 

 
((農農地地整整備備のの実実施施済済みみ⾯⾯積積はは11,,884455hhaaにに拡拡⼤⼤))  

原⼦⼒被災12市町村の農地については、
営農休⽌⾯積1万7,298haのうち、営農再開
のための整備が実施⼜は検討されている農
地の⾯積は4,455haとなっています。このう
ち、令和3(2021)年度末時点で1,845haの農
地整備が完了しました(図図表表44--11--44)。 

   

 
1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 
2 栽培・飼養管理が可能な品⽬ 

図表4-1-3 原⼦⼒被災12市町村の営農再開の
状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 進捗割合＝令和3(2021)年度実績÷令和7(2025)年度⽬標 

×100 
2) 令和3(2021)年度末時点の数値 

令和3
(2021)

年度実績

令和7
(2025)

年度⽬標
進捗割合

原⼦⼒被災12市町村
の営農再開農地⾯積

7,370ha 10,264ha 71.8%

図表4-1-4 原⼦⼒被災12市町村における 
営農休⽌農地の整備状況 

資料：農林⽔産省作成 
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(原⼦⼒被災12市町村の農地整備予定⾯積 4,455ha)
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完了予定
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((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農業業産産出出額額はは被被災災前前のの約約44割割))  
福島県の農業産出額は、県全体では東⽇

本⼤震災前の平成22(2010)年が2,330億円
であったのに対し、令和3(2021)年が1,913
億円と約8割まで回復しています。⼀⽅、
原⼦⼒被災12市町村では、東⽇本⼤震災前
の平成18(2006)年が391億円であったのに
対し、令和3(2021)年が153億円と約4割に
とどまっています(図図表表44--11--55)。 

 
 
 
 
 
 
 

((特特定定復復興興再再⽣⽣拠拠点点区区域域ににおおいいてて営営農農再再開開にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
原⼦⼒被災12市町村では、避難指⽰解除の時期や帰還状況(居住率)により、市町村の営

農再開割合に差が出ており、特に帰還困難区域を有する市町村の営農再開が遅れています。 
福島復興再⽣特別措置法においては、5年を⽬途に避難指⽰を解除し、住⺠の帰還を⽬

指す「特定復興再⽣拠点区域」の復興・再⽣を推進することとしています。 
また、令和4(2022)年4⽉に葛尾村

かつらおむら
、双葉町

ふ た ば ま ち
の同区域において⽣産されるホウレンソウ、

キャベツ、ブロッコリー等の野菜の出荷制限・摂取制限が解除されたほか、⼤熊町
おおくままち

では出
荷制限・摂取制限の解除に向けて試験栽培が実施されるなど、営農再開に向けた取組が進
められています。 

 
((営営農農再再開開にに向向けけ、、地地域域外外もも含含めめたた担担いい⼿⼿のの確確保保等等がが課課題題))  

農林⽔産省は、福島
ふくしま

相双復興
そうそうふっこう

官⺠合同チームの営農再開グループに参加し、平成
29(2017)年4⽉から令和3(2021)年12⽉にかけて、原⼦⼒被災12市町村の農業者を対象とし
て営農再開意向に関する聞き取りを実施しました。その結果、「営農再開済み」が約4割、
「営農再開の意向あり」が約1割、「再開の意向なし」が約4割、「再開意向未定」が約1割
となりました。また、「再開の意向なし」⼜は「再開意向未定」である農業者のうち、「農
地の出し⼿となる意向あり」と回答した農業者は約7割に上ることから、地域外も含めた
担い⼿の確保や担い⼿とのマッチングが課題となっています。 

   

図表4-1-5 東⽇本⼤震災前と⽐較した 
原⼦⼒被災12市町村の農業産出額 

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」、「令和3年 市町村別農業産
出額(推計)(農林業センサス結果等を活⽤した市町村別農業産
出額の推計結果)」を基に作成 
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((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興ののたためめにに⼈⼈的的⽀⽀援援をを実実施施))  
農林⽔産省は、東⽇本⼤震災からの復旧・復興や農地・森林の除染を速やかに進めるた

め、被災した地⽅公共団体との⼈事交流を⾏っています。また、被災地における災害復旧
⼯事を迅速・円滑に実施するため、被災県からの⽀援要望に沿って、他の都道府県等とと
もに、専⾨職員を被災した地⽅公共団体に派遣しています。特に原⼦⼒被災12市町村1につ
いては、令和2(2020)年度から12市町村全てに職員を派遣し、市町村それぞれの状況に応
じた⽀援を実施しています。 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
((農農畜畜産産物物のの安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組をを引引きき続続きき推推進進))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤等、それぞれの品⽬に合わ
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における取組の結果、平成30(2018)年度
以降は、全ての農畜産物2において基準値超過はありません。 

 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積はは⽬⽬標標⾯⾯積積のの約約77割割))  

原⼦⼒被災12市町村における営農再開
農地⾯積は、令和3(2021)年度末時点で、
前年度に⽐べ793ha増加し7,370haとなっ
ています。しかしながら、特に帰還困難区
域を有する市町村の営農再開が遅れている
ことが課題となっています。農林⽔産省で
は、平成23(2011)年12⽉末時点で営農が休
⽌されていた農地1万7,298haの約6割で営
農再開することを⽬標としています。この
⽬標に対する進捗割合は、令和3(2021)年
度末時点で71.8％となっています(図図表表
44--11--33)。 

 
((農農地地整整備備のの実実施施済済みみ⾯⾯積積はは11,,884455hhaaにに拡拡⼤⼤))  

原⼦⼒被災12市町村の農地については、
営農休⽌⾯積1万7,298haのうち、営農再開
のための整備が実施⼜は検討されている農
地の⾯積は4,455haとなっています。このう
ち、令和3(2021)年度末時点で1,845haの農
地整備が完了しました(図図表表44--11--44)。 

   

 
1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 
2 栽培・飼養管理が可能な品⽬ 

図表4-1-3 原⼦⼒被災12市町村の営農再開の
状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 進捗割合＝令和3(2021)年度実績÷令和7(2025)年度⽬標 

×100 
2) 令和3(2021)年度末時点の数値 

令和3
(2021)

年度実績

令和7
(2025)

年度⽬標
進捗割合

原⼦⼒被災12市町村
の営農再開農地⾯積

7,370ha 10,264ha 71.8%

図表4-1-4 原⼦⼒被災12市町村における 
営農休⽌農地の整備状況 

資料：農林⽔産省作成 
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2,610ha
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(原⼦⼒被災12市町村の農地整備予定⾯積 4,455ha)
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((放放射射性性物物質質をを理理由由にに福福島島県県産産品品のの購購⼊⼊ををたためめららうう⼈⼈のの割割合合はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  
消費者庁が令和5(2023)年3⽉に公表し

た調査によると、放射性物質を理由に福島
県産品の購⼊をためらう⼈の割合は5.8%
となり、調査開始以来最低の⽔準となりま
した(図図表表44--11--66)。 

⾵評等が今なお残っていることを踏まえ、
復興庁やその他関係府省は、平成29(2017)
年12⽉に策定した「⾵評払拭・リスクコミ
ュニケーション強化戦略」に基づく取組の
フォローアップとして、「知ってもらう」、
「⾷べてもらう」、「来てもらう」の三つを
柱とする情報発信を実施し、⾵評の払拭に
取り組んでいます。 

また、福島県の農林⽔産業の復興に向け
て、福島ならではのブランドの確⽴と産地
競争⼒の強化、GAP1認証等の取得、放射
性物質の検査、国内外の販売促進等、⽣産
から流通・販売に⾄るまでの総合的な⽀援
を⾏っています。 

さらに、「⾷べて応援しよう！」のキャッ
チフレーズの下、消費者、⽣産者等の団体
や⾷品事業者等、多様な関係者の協⼒を得て被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での
積極的な利⽤を進めており、引き続き被災地産⾷品の販売促進等の取組を推進することと
しています。 

 

 
 

((東東京京電電⼒⼒ホホーールルデディィンンググススにによよるる農農林林漁漁業業者者等等へへのの損損害害賠賠償償⽀⽀払払累累計計額額はは99,,999966億億円円))  
原⼦⼒損害の賠償に関する法律の規定により、東電福島第⼀原発の事故の損害賠償責任

は東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社(以下「東京電⼒ホールディングス」という。)が
負っています。 

東京電⼒ホールディングスによるこれまでの農林漁業者等への損害賠償⽀払累計額は、
令和5(2023)年3⽉末時点で9,996億円となっています2。 

 
1 ⽤語の解説(2)及び第2章第7節を参照 
2 農林漁業者等の請求・⽀払状況について、関係団体等からの聞き取りから把握できたもの 

第第44回回⾷⾷べべてて応応援援ししよようう！！iinn仙仙台台  
⾷⾷べべてて応応援援ししよようう！！  

URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/ 

図表4-1-6 放射性物質を理由に福島県産品の
購⼊をためらう⼈の割合 

資料：消費者庁「⾵評に関する消費者意識の実態調査」(令和5(2023)
年3⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：1) 各年3⽉(令和3(2021)年は2⽉)に公表された結果の数値 
2) 被災地域(岩⼿県、宮城県、福島県、茨城県)及び被災県産

農林⽔産物の主要仕向先県等(埼⽟県、千葉県、東京都、
神奈川県、愛知県、⼤阪府、兵庫県)に居住する20〜60歳
代の男⼥5,176⼈を対象としたインターネット調査 

3) ⾷品の⽣産地を気にする理由として「放射性物質の含まれ
ていない⾷品を買いたいから」と回答した者に対して⾏っ
た「⾷品を買うことをためらう産地(複数回答)」の質問へ
の回答として「福島県」を選択した者の、全回答者5,176
⼈に対する割合 
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((⽣⽣産産とと加加⼯⼯等等がが⼀⼀体体ととななっったた⾼⾼付付加加価価値値⽣⽣産産をを展展開開すするる産産地地をを創創出出))  
農林⽔産省では、令和3(2021)年から、

国産需要の⾼い加⼯・業務⽤野菜等につい
て、市町村を越えて広域的に、⽣産・加⼯
等が⼀体となって付加価値を⾼めていく産
地の創出に向けて、産地の拠点となる施設
整備等の⽀援を⾏っています。 

令和3(2021)年度に、農業者団体、原⼦
⼒被災12市町村等で構成する福島県⾼付
加価値産地協議会が設⽴され、産地の創出
に向けた具体的な⾏動計画を策定・公表しています。令和4(2022)年度においては、かん
しょの産地化に向けた⾼品質苗の供給施設が完成したほか、パックご飯等の加⼯施設の整
備を始めとした産地化に向けた取組が進められています。 
 

 
 

   

 
福島県川内村

かわうちむら
では、新たな農業への挑戦として、村内で収穫す

るぶどうを原料としたワイン⽣産の取組を推進しています。 
同村では、平成29(2017)年に「かわうちワイン株式会社」を設

⽴するとともに、ワイン醸造⽤ぶどうの栽培圃場
ほじょう

を整備し、令和
4(2022)年には、約4haの圃場で、シャルドネ、メルロー等、約13,500
本のワイン醸造⽤ぶどうの栽培が⾏われています。 

また、同村では、令和3(2021)年度に福島再⽣加速化交付⾦を活
⽤し、醸造施設「かわうちワイナリー」の整備を⾏いました。同
施設では、令和3(2021)年9⽉から醸造が開始され、⾹り⾼く仕上
がったワインは令和4(2022)年3⽉から販売が⾏われています。 

今後は、ワインを核として村内事業者とともに、地域資源や地
場産品等とのコラボレーションにより、地域経済の活性化を図る
ことを⽬指しています。 

収収穫穫をを迎迎ええるるシシャャルルドドネネ  
資料：福島県川内村 

((事事例例))  福福島島再再⽣⽣加加速速化化交交付付⾦⾦をを活活⽤⽤しし、、ワワイインン醸醸造造施施設設をを整整備備((福福島島県県))  
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((放放射射性性物物質質をを理理由由にに福福島島県県産産品品のの購購⼊⼊ををたためめららうう⼈⼈のの割割合合はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  
消費者庁が令和5(2023)年3⽉に公表し

た調査によると、放射性物質を理由に福島
県産品の購⼊をためらう⼈の割合は5.8%
となり、調査開始以来最低の⽔準となりま
した(図図表表44--11--66)。 

⾵評等が今なお残っていることを踏まえ、
復興庁やその他関係府省は、平成29(2017)
年12⽉に策定した「⾵評払拭・リスクコミ
ュニケーション強化戦略」に基づく取組の
フォローアップとして、「知ってもらう」、
「⾷べてもらう」、「来てもらう」の三つを
柱とする情報発信を実施し、⾵評の払拭に
取り組んでいます。 

また、福島県の農林⽔産業の復興に向け
て、福島ならではのブランドの確⽴と産地
競争⼒の強化、GAP1認証等の取得、放射
性物質の検査、国内外の販売促進等、⽣産
から流通・販売に⾄るまでの総合的な⽀援
を⾏っています。 

さらに、「⾷べて応援しよう！」のキャッ
チフレーズの下、消費者、⽣産者等の団体
や⾷品事業者等、多様な関係者の協⼒を得て被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での
積極的な利⽤を進めており、引き続き被災地産⾷品の販売促進等の取組を推進することと
しています。 

 

 
 

((東東京京電電⼒⼒ホホーールルデディィンンググススにによよるる農農林林漁漁業業者者等等へへのの損損害害賠賠償償⽀⽀払払累累計計額額はは99,,999966億億円円))  
原⼦⼒損害の賠償に関する法律の規定により、東電福島第⼀原発の事故の損害賠償責任

は東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社(以下「東京電⼒ホールディングス」という。)が
負っています。 

東京電⼒ホールディングスによるこれまでの農林漁業者等への損害賠償⽀払累計額は、
令和5(2023)年3⽉末時点で9,996億円となっています2。 

 
1 ⽤語の解説(2)及び第2章第7節を参照 
2 農林漁業者等の請求・⽀払状況について、関係団体等からの聞き取りから把握できたもの 

第第44回回⾷⾷べべてて応応援援ししよようう！！iinn仙仙台台  
⾷⾷べべてて応応援援ししよようう！！  

URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/ 

図表4-1-6 放射性物質を理由に福島県産品の
購⼊をためらう⼈の割合 

資料：消費者庁「⾵評に関する消費者意識の実態調査」(令和5(2023)
年3⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：1) 各年3⽉(令和3(2021)年は2⽉)に公表された結果の数値 
2) 被災地域(岩⼿県、宮城県、福島県、茨城県)及び被災県産

農林⽔産物の主要仕向先県等(埼⽟県、千葉県、東京都、
神奈川県、愛知県、⼤阪府、兵庫県)に居住する20〜60歳
代の男⼥5,176⼈を対象としたインターネット調査 

3) ⾷品の⽣産地を気にする理由として「放射性物質の含まれ
ていない⾷品を買いたいから」と回答した者に対して⾏っ
た「⾷品を買うことをためらう産地(複数回答)」の質問へ
の回答として「福島県」を選択した者の、全回答者5,176
⼈に対する割合 
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((⽣⽣産産とと加加⼯⼯等等がが⼀⼀体体ととななっったた⾼⾼付付加加価価値値⽣⽣産産をを展展開開すするる産産地地をを創創出出))  
農林⽔産省では、令和3(2021)年から、

国産需要の⾼い加⼯・業務⽤野菜等につい
て、市町村を越えて広域的に、⽣産・加⼯
等が⼀体となって付加価値を⾼めていく産
地の創出に向けて、産地の拠点となる施設
整備等の⽀援を⾏っています。 

令和3(2021)年度に、農業者団体、原⼦
⼒被災12市町村等で構成する福島県⾼付
加価値産地協議会が設⽴され、産地の創出
に向けた具体的な⾏動計画を策定・公表しています。令和4(2022)年度においては、かん
しょの産地化に向けた⾼品質苗の供給施設が完成したほか、パックご飯等の加⼯施設の整
備を始めとした産地化に向けた取組が進められています。 
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では、新たな農業への挑戦として、村内で収穫す

るぶどうを原料としたワイン⽣産の取組を推進しています。 
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4(2022)年には、約4haの圃場で、シャルドネ、メルロー等、約13,500
本のワイン醸造⽤ぶどうの栽培が⾏われています。 

また、同村では、令和3(2021)年度に福島再⽣加速化交付⾦を活
⽤し、醸造施設「かわうちワイナリー」の整備を⾏いました。同
施設では、令和3(2021)年9⽉から醸造が開始され、⾹り⾼く仕上
がったワインは令和4(2022)年3⽉から販売が⾏われています。 

今後は、ワインを核として村内事業者とともに、地域資源や地
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